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事実の概要

　半導体機器の製造販売業等を営むブロードコ
ム・リミテッド（以下、「ブロードコム」、ブロード
コムを最終親会社とする企業結合集団を「ブロード
コムグループ」という。）の子会社と、ネットワー
ク用ハードウェア、ソフトウェアの製造販売業等
を営むブロケード・コミュニケーションズ・シス
テムズ・インク（以下、「ブロケード」。また、ブロケー
ドを最終親会社とする企業結合集団を「ブロケード
グループ」という。ブロードコムグループとブロケー
ドグループを併せて「当事会社グループ」という。）
が、ブロケードを存続会社として合併した後、ブ
ロケードの株式をブロードコムの他の子会社が全
部取得すること（以下、「本件行為」という。）を計
画した。
　通信ネットワークにおいて、データを外部記憶
装置（以下、「ストレージ」）に書き込む、又はス
トレージからデータを読み出すためには、サー
バーとストレージが接続される必要があり、ネッ
トワークとしてファイバーチャネルが使用されて
いるものをファイバーチャネル・ストレージエリ
アネットワーク（以下、「FCSAN」）、イーサネット
を用いたインターネット・プロトコルネットワー
クにより接続されているものをインターネット・
プロトコル・ストレージエリアネットワーク（以
下、「IPSAN」）という。
　FCSAN は、FCSAN を構成する際に必要となる
中継装置となる FCSAN スイッチを通じて、デー
タの出入力の処理等を行うファイバーチャネル・
ホストバスアダプター（以下、「FCHBA」）が搭載

されたサーバーをストレージに接続するための専
用ネットワークである。
　本件当事会社のブロケードグループは FCSAN
スイッチを製造販売しており、ブロードコム
グループは FCHBA を製造販売している。また、
ブロードコムグループは FCSAN スイッチ及び
FCHBA に使用されているアプリケーション・ス
ペシフィック・イテグレーティッドサーキット（以
下、「ASIC」）を製造販売している。ASIC はある特
定の顧客のためだけに主として顧客独自の設計に
基づき製造されるものであり、ASIC を顧客にとっ
て独自のものとする知的財産及び秘密情報は主と
して顧客側に属している。

判断の要旨

　１　商品の範囲
　(1)　FCSAN スイッチ用 ASIC について「FCSAN
スイッチには、……FCSAN スイッチ用 ASIC……
が搭載されるが、FCSAN スイッチ用 ASIC は、他
の各特定用途向けの ASIC に使用することはでき
ず、他の各特定用途向けの ASIC を FCSAN スイッ
チ用 ASIC として使用することはできない。した
がって、FCSAN スイッチ用 ASIC と他の各特定用
途向けに使用される ASIC との間に需要の代替性
は認められない。また、FCSAN スイッチ用 ASIC
を製造するためには、当該用途に関する研究開発
への投資及び回路設計の開発が必要となり、他の
各特定用途向けに使用される ASIC を製造する事
業者が FCSAN スイッチ用 ASIC を新たに製造する
のは容易ではないことから、FCSAN スイッチ用
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ASIC と他の各特定用途向けに使用される ASIC と
の間に供給の代替性は認められない。以上から、
本件では、『FCSAN スイッチ用 ASIC』を商品範囲
として画定した。」
　(2)　FCSAN スイッチについて「FCSAN スイッ
チと IP ／イーサネット・ネットワーキングルー
タ及びスイッチでは機能が異なり、代替して使用
することはできないことから、需要の代替性は認
められない。また、FCSAN スイッチと IP ／イー
サネット・ネットワーキングルータ及びスイッチ
の製造設備は異なっており、製造設備の切替えは
容易ではないことから、供給の代替性も認められ
ない。以上から、本件では、『FCSAN スイッチ』
を商品範囲として画定した。」
　(3)　FCHBA について「サーバーとストレージ
を FCSAN により接続するためには、FCSAN スイッ
チが必要であり、IPSAN による接続には一般的に
インターネット・スモールコンピュータシステム・
インターフェース（以下「iSCSI」という。）HBA
がサーバーに接続される。FCHBA と iSCSIHBA で
は機能が異なり、代替して使用することはできな
いことから、需要の代替性は認められない。また、
FCHBA と iSCSIHBA の製造設備は異なっており、
製造設備の切替えは容易ではないことから、供給
の代替性も認められない。以上から、本件では、
『FCHBA』を商品範囲として画定した。」
　２　地理的範囲
　「『FCSAN スイッチ用 ASIC』、『FCSAN スイッチ』
及び『FCHBA』のいずれについても、輸送上の制
約はなく、製品価格に占める輸送費、関税等の割
合が低いことから、国内外で価格差がほとんどみ
られない。また、供給者は需要者の所在する国を
問わず取引しており、需要者も国内外の供給者を
差別することなく取引している。以上から、『世
界全体』を地理的範囲として画定した。」
　３　垂直型企業結合
　「FCSAN スイッチ用 ASIC の市場には市場シェ
ア約 65％の有力なＡ社が存在し（ブロードコムグ
ループは市場シェア約 35％＝筆者挿入）、Ｂ社は必
ずしもブロードコムグループから FCSAN スイッ
チ用 ASIC を調達しなければならないわけではな
いため、仮にブロードコムグループが FCSAN ス
イッチ用 ASIC の取引を拒否したり、価格を引き
上げたとしても、Ｂ社はＡ社から当該製品を購入
することができる。以上から、投入物閉鎖による

市場の閉鎖性・排他性の問題は生じないと認めら
れる。」
　「川下市場においては少なくとも市場シェアの
約 25％を有するＢ社がおり、FCSAN スイッチ用
ASIC の製造販売業者 2社の製品に性能差等の違
いはなく、Ｂ社は調達先の切替えに障壁はないこ
とから、Ａ社はＢ社向けに供給を振り替えること
ができる。以上から、顧客閉鎖による市場の閉鎖
性・排他性の問題は生じないと認められる。」
　ブロードコムグループによるＡ社の秘密情報の
入手による市場への影響について「ASIC はある
特定の顧客のためだけに主として顧客独自の設計
に基づき製造されるものであり、ASIC を顧客に
とって独自のものとする知的財産及び秘密情報等
は、主として顧客側に属している。したがって、
Ａ社の秘密情報の共有により、FCSAN スイッチ
用 ASIC 市場の競争に影響を及ぼすおそれはない
ものと認められる。」また、「Ｂ社製 FCSAN スイッ
チとブロケードグループ製 FCSAN スイッチとで
は性能差があることに加え、ブロードコムグルー
プは、Ｂ社との間で秘密保持契約を締結等してお
り、互いの製品開発情報、価格情報等が遮断され
ることから、FCSAN スイッチ市場の競争に影響
を及ぼすおそれはないものと認められる。」
　４　混合型企業結合について
　「FCHBA 市場には約 55％の市場シェアを有す
るＣ社がおり（ブロードコムグループの市場シェア
は約 45％＝筆者挿入）、一定程度の供給余力を有
している状況に加え、FCHBA は製品により多少
の使い勝手の差はあるものの、需要者は、主に価
格で FCHBA の調達先を決定しており、調達先を
Ｃ社に変更することに支障はない。以上のことか
ら、FCSAN スイッチ市場の閉鎖性・排他性の問
題は生じないと認められる。」
　「ブロードコムグループ製 FCHBA でしか使用
できない仕様のブロケードグループ製 FCSAN ス
イッチを製造販売する、又はブロードコムグルー
プ製 FCHBA でしか 100％の性能を発揮できない
仕様のブロケードグループ製 FCSAN スイッチを
製造販売した場合、Ｃ社の FCHBA が不利な立場
に置かれる可能性があり、特に次世代製品につい
ては、ブロケードグループ製 FCSAN スイッチと
の接続性がない又は十分な接続性が発揮できなけ
れば、需要者はＣ社製の FCHBA を購入すること
はないと考えられる。したがって、当事会社は
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FCHBA 市場を閉鎖する能力を有していると認め
られる。また、FCHBA 市場を閉鎖することによ
り当事会社は利益を増加させることが可能となる
ことから、当事会社は FCHBA 市場を閉鎖するイ
ンセンティブを有していると認められる。」「本件
行為により、ブロードコムグループがブロケード
グループを通じてＣ社の FCHBA に関する秘密情
報を入手するなどして、FCHBA 市場の競争にお
いて、当事会社グループがＣ社より優位に立つ可
能性がある。」「以上のとおり、当事会社グループ
が FCSAN スイッチの仕様を当事会社グループ以
外の FCHBA に対して閉鎖的なものとすること及
び競争事業者の FCHBA に関する秘密情報を共有
することにより、FCHBA 市場の閉鎖性・排他性
の問題が生じる蓋然性が認められる。」
　５　当事会社グループによる問題解消措置の申出
　当事会社グループは、問題解消措置として、①
当事会社グループの FCSAN スイッチと競争事業
者の FCHBA との間の接続性の確保及び差別禁止、
②競争事業者の FCHBA に関する秘密情報の保護、
③独立した第三者（監視受託者）へ遵守状況の定
期報告を行うことを申し出た。
　公取委は、「当事会社グループは FCSAN スイッ
チ及び FCHBA の製品開発のあらゆる段階におい
て、当事会社グループの FCHBA と同程度の接続
性を競争事業者の FCHBA についても確保し、そ
の支援等を行うものである」こと（①）、「競争事
業者の FCHBA に関する情報が秘密情報として扱
われ、当事会社グループの製品開発等を行う部門
と競争事業者の FCHBA との接続性を確認等する
部門とが遮断等されるものであり」（②）、競争事
業者が不利な影響を受けることを防止する有効な
措置であると認められるとして、当事会社グルー
プが本件問題解消措置を講じれば、本件行為によ
り、一定の取引分野における競争を実質的に制限
することとはならないと判断した。

検討

　一　意義
　本件は、初めて機器間の技術的な接続性の確保
が問題解消措置とされた事件である（本件以外に
も、同様の措置として採られたクアルコム・NXP 事
件（平成 29 年度事例 3）があるが、中国競争当局の
承認を得られず、クアルコムは最終的に買収を断念

している）。機器間の技術的な接続性は商品同士
の強制取引とは異なり、抱き合わせとして構成す
ることが難しいことから、企業結合規制で問題解
消措置を行うことが有効であるものと考えられ
る。また、本件では、競争事業者の FCHBA に関
する秘密情報の共有による市場への悪影響が懸念
されている（白石忠志「平成 29 年度企業結合事例
集の検討」公取 814 号（2018 年）15 頁、田平恵「非
水平型企業結合と問題措置―─ブロードコム／ブロ
ケード事例」公取 814 号（2018 年）27 頁参照）。なお、
本件は、第一次審査という早い段階で問題解消措
置が申し出られたものである。

　二　垂直型企業結合
　垂直型企業結合及び混合型企業結合において
は、公取委実務の従来の考え方によれば、投入物
閉鎖及び顧客閉鎖のインセンティブを見ていく形
が取られている（田辺治＝深町正徳『企業結合ガイ
ドライン』（商事法務、2014 年）181～209 頁）。本
件では、投入物閉鎖及び顧客閉鎖のインセンティ
ブというよりも、当事会社の能力について詳細に
検討している（判断の要旨４）。
　企業結合ガイドラインによれば、垂直型企業結
合及び混合型企業結合は、一般的には「一定の取
引分野における競争単位の数を減少させないの
で、水平型企業結合に比べて競争に与える影響は
大きくなく、市場の閉鎖性・排他性、協調的行動
等による競争の実質的制限の問題を生じない限
り、通常、一定の取引分野における競争を実質的
に制限することとなるとは考えられない。」（企業
結合ガイドライン第 5、1）。しかし、垂直型企業結
合により「当事会社グループ間でのみ取引するこ
とが有利になるため、事実上、他の事業者の取引
の機会が奪われ、当事会社グループ間の取引部分
について閉鎖性・排他性の問題が生じる場合があ
る。」（企業結合ガイドライン第 5、1(1)）。
　本件では、ブロードコムとＢ社との間で製品開
発情報、価格情報等が遮断される内容の秘密保持
契約が締結されていることを前提として、問題無
しとされている。本件企業結合により、ブロード
コムがＡ社の情報を取得することができることは
確かであるから、当該秘密保持契約が行われてい
た場合にはどのような判断がなされていたかは定
かではない。しかし、既に問題解消措置に相当す
る手段が講じられており、本件の垂直的企業結合
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による市場の閉鎖性・排他性の問題は生じないも
のと判断されたと考えられる（白石・前掲 14～15
頁、田平・前掲 26 頁に同旨）。
　秘密情報の取得に関する評価についてはガイド
ラインで言及されていないが、これまでの公表事
例では、競争者の機密情報の取得により当事会社
が不当に有利になることが懸念された代表的な事
件として ASML・サイマー統合事件（平成 24 年度
事例 4）がある（その他、日本製鋼・天辻鋼球株式
取得事件（平成 17 年度事例 7）、日本電工・中央電気
工業株式取得（平成 25 年度事例 3）、そして、王子・
中越パルプ株式取得（平成 26 年度事例 3）、ラム・
KT統合事件（平成 28 年度事例 8）等がある）。

　三　混合型企業結合
　混合型企業結合は、既に述べた通り競争単位が
減ることはないため、一般的には水平型企業結合
に比べて競争に与える影響は大きくなく、市場の
閉鎖性・排他性、協調的行動等による競争の実質
的制限の問題を生じない限り、通常、一定の取引
分野における競争を実質的に制限することとなる
とは考えられない。しかし、「混合型企業結合が
行われ、当事会社グループの総合的な事業能力が
増大する場合にも、市場の閉鎖性・排他性等の問
題が生じるときがある。例えば、企業結合後の当
事会社グループの原材料調達力、技術力、販売力、
信用力、ブランド力、広告宣伝力等の事業能力が
増大し、競争力が著しく高まり、それによって競
争者が競争的な行動をとることが困難になり、市
場の閉鎖性・排他性等の問題が生じるときがあ
る。」（企業結合ガイドライン第 5、1(1)）。
　混合企業結合では、他の市場に市場支配力を梃
子（レバレッジ）できるかを検討する手法が用い
られることがあり（そのような例としてインテル・
アルテラ統合（平成 27 年度事例 4））、垂直的企業
結合の分析手法と同様、市場閉鎖を行う能力及び
インセンティブから検討することになる（武田邦
宣「企業結合規制の現代的課題」公取 810 号（2018 年）
27 頁、白石・前掲 15 頁参照）。本件の混合型企業
結合においては、市場シェア、代替性、接続性、
そして当事会社が FCHBA 市場を閉鎖するインセ
ンティブについて検討されている（大半が能力に
関する記述であり、インセンティブに関する記述は
わずかであるとの指摘として、白石・前掲 16 頁）。

　四　問題解消措置
　本件では、①当事会社グループの FCSAN スイッ
チと競争事業者の FCHBA との間の接続性の確保
及び差別禁止、②競争事業者の FCHBA に関する
秘密情報の保護を行うこと等が申し出られてい
る。①について、本件は初めて接続性の確保に関
する問題解消措置がとられた点で重要であり、技
術的な接続性の確保を企業結合規制にて対処して
いる。この点、本件と同様接続性の確保が問題解
消措置として行われたクアルコム・NXP 事件（平
成 29 年度事例 3）では、接続性の確保に関して 8
年という制限がかかっているが、本件では期間の
制限が設けられていない。報告期間が 10 年間で
あるということから、事実上は 10 年間接続性を
確保すれば良いということになるとは思われる
が、トラスティーが解散された場合に接続性の確
保についてどうなるのかについては不明確さが
残っている。
　また、②については、秘密情報の遮断が用いら
れているが、この手段に頼りすぎることは望まし
くない。実効性確保や管理費用の観点からは慎重
に用いられるべきことが指摘されている（武田・
前掲 28 頁）。また、実効性確保の観点から、でき
る限り問題となる情報を特定し、継続的に遮断効
果のある措置が採られるべきである（伊永大輔「企
業結合規制における問題解消措置」ジュリ 1451 号
（2013 年）43 頁に同旨）。問題解消措置の実効性に
ついては、欧米と比較した場合に、その担保方法
が弱いことから、より実効性のある方法が検討さ
れることが望ましい（川濵昇「新日本製鐵株式会社
と住友金属工業株式会社の合併計画に関する審査結
果について」NBL980 号（2012 年）76 頁に同旨）。
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